利用者によるタクシーの選択性の向上に関する検討委員会（第５回）
平成２２年２月１８日
【事務局（長田）】　　それでは、開会の時刻となりましたので、利用者によるタクシーの選択性の向上に関する検討委員会の第５回委員会を開催いたします。
　議題に入ります前に、事務局より本日のご欠席の連絡と配付資料の確認をさせていただきます。お手元の資料１、委員名簿をごらんください。本日の出欠名簿がございます。本日は、加藤委員と関委員、加えまして、きょう、朝、連絡がございましたが、五十嵐委員がご欠席でございます。本日の配席については資料２、配席図をごらんください。
　続きまして、配付資料の確認をいたします。議事次第の下に資料が載っておりますが、先ほどの配席図以外に報告書の案が資料としてございます。
　それでは、マスコミの方にお願いいたします。写真撮影につきましては、この時点で終了させていただきます。会議終了後、議事録を作成し、国土交通省のホームページに掲載する予定でございます。
　それでは、山内委員長にこの後の議事進行をお願いいたします。
【山内委員長】　　それでは、お忙しいところをお集まりいただきましてありがとうございます。議事次第に従って進行させていただきますけれども、ごらんのとおり、きょうの議事は報告書の取りまとめということであります。きょうは最終回ということになります。皆さんにいろいろご協力いただいて、やっとここまで来たということでございまして、この内容についてご審議願いたいと思います。
　それでは、早速ですけれども、事務局から報告書の概要についてご説明をいただいて、それから審議としたいと思います。よろしくお願いいたします。
【事務局（長田）】　　わかりました。それでは、資料３について説明をさせていただきます。
　これまでのご議論をまとめた報告書（案）でございます。昨年の４回の委員会でのご議論を踏まえ、事務局で作成した素案を委員の皆様にメールでご提示し、いただいたご意見を反映したものでございます。本日が本委員会の最終回でございますので、今回の委員会でこれからご説明する取りまとめ案についてご議論いただき、委員会としてご承認いただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。
　まず、５ページをごらんください。「はじめに」として本委員会の設立の経緯についてまとめさせていただきました。続く６ページには参考として平成２０年１２月の交通政策審議会答申を掲載させていただいております。７ページから１０ページまでに本委員会で行いましたアンケート、ヒアリングの概要を示してございます。詳細な結果は報告書の末尾の具体的には３６ページ以降に参考資料３として掲載しております。内容につきましては、第２回委員会で報告済みでございますので、ここでの説明は割愛させていただきます。
　続いて１１ページをごらんください。１１ページから１８ページまで評価制度の基本設計と活用可能性を高める方策について記載しております。議論の中心事項でもございましたので、要点のみ項目別に確認をさせていただきたいと思います。
　それでは、（１）制度の目的は、タクシー業界全体のサービス水準の確保に向け、事業者の改善努力を促進することを主目的としております。
　（２）評価単位及び評価対象は事業単位の評価とし、東京特別区・武三以外の法人事業者としております。２行目の終わり、「なお」以降では、優良乗り場の利用を認める等のインセンティブを設ける際には、優良表彰を受けた乗務員は所属法人が優良認定を受けていなくても、その利用を認める等の措置を地域ごとに検討すべきとしております。
　（３）既存の評価制度との関係では、ランク評価制度とマスターズ制度は本評価制度から独立して存続させることとしております。一方で、評価の表示はランク評価制度と統一することとしております。
　（４）認定種別と基準は、ある程度の努力により評価されるレベルをＡ､より高いレベルの基準を満たした場合のＡＡとし、絶対基準で評価することとしております。
　（５）具体的な評価項目及び基準は、前提項目として法令遵守、安全実績、行政処分の状況の３つの観点で問題がないことを確認いたします。その上で優良評価項目として安全管理体制、接遇、各種実績について、先ほどの（４）に掲げるレベルが達成されていることを確認します。具体的には１２ページから１４ページまでにそれぞれの具体的な評価項目を記載しております。
　なお、③の地域性の考慮では、地域によって実情に相当の差異があることを踏まえ、地域ごとに異なる評価項目や基準を設定することを可能とすべきとしております。
　続きまして、（６）評価の手法ですが、１５ページの①評価の任意性につきましては、事業者の申請に基づく評価制度としております。審査方法は、制度発足当初は申請時に書類提出を求め、書類審査を実施することとし、将来的に体制が整った地域については、例えば訪問審査やモニタ調査を実施します。費用負担ですが、制度構築、運用に必要な費用については事業者負担とします。評価実施機関は、タクシー事業に関する知見を有する第三者実施機関とし、当該機関に設置した第三者委員会において利用者を含めた地域の関係者が参加して審査します。
　続いて（７）認定の有効期間と取消についてですが、①有効期間は２年間とした上で、認定１年後に前提項目の３項目と優良評価項目のうち、各種実績についてデータを提出させ、基準に該当しない場合は認定の取消・格下げを実施することとします。認定の取消・格下げは、今申し上げた場合に加え、重大事故による行政処分や虚偽報告・書類偽装なども取消事由とします。
　最後に（８）実施地域ですが、交通圏単位を原則とします。当面、おおむね人口１５０万人以上の都市を含む交通圏において、試行的に導入し、導入後の状況については早期に検証を行います。必要に応じ制度を見直すとともに、その結果を踏まえて都市部を中心に拡大を図るとします。
　ここまでが評価制度の基本設計についての記述でございます。
　続きまして、２、利用者による評価制度の活用可能性を高めるための方策についてご説明いたします。１６ページに参ります。（１）利用者の認知度を高めるための方策では、今後、実施すべき方策として、まず短期の方策として評価機関、業界団体及び事業者による情報発信媒体における評価制度の周知及び評価結果の公表を記載しております。また、短期から中期の方策として、評価機関、業界団体及び事業者によるマスメディアを通じた広告や事業者による評価制度の説明や、自社が優良事業者として評価を受けていることのＰＲ、乗務員の周知ということを記載しております。それよりも時間のかかる中期の方策としましては、評価機関、業界団体及び事業者による利用者ニーズを取りまとめる主体への周知活動を記載しております。
　次に（２）電話による配車依頼の際の活用可能性を高める方策では、短期から中期の方策としまして無線協同組合等による「入電時の優良タクシー案内」や「優良タクシー専用予約番号の創設」を記載しております。
　続いて（３）タクシー乗り場で乗車する際の活用可能性を高める方策では、短期から中期の方策としまして、タクシーセンター、地方自治体、鉄道事業者等による優良専用乗り場、選択乗り場の設置、また、中期の方策としまして企業や自治体等による契約条件としての評価結果の活用を記載しております。
　最後に（４）流しのタクシーに乗車する際の活用可能性を高めるための方策では、まず短期の方策としまして、業界団体、無線協同組合及び事業者による「屋上灯」へのステッカーの貼付、事業者による側面のステッカーの貼付が考えられます。また、中期の方策といたしまして、国土交通省による「表示灯」への優良表示の検討。評価機関による「前方グリル」へのステッカーの貼付の検討が考えられます。さらに長期の方策といたしまして評価機関、業界団体及び事業者による「車体の色の塗り分け」が考えられます。
　次の１８ページに、これは前回もお示ししましたが、実施主体ごと、実施時期ごとに実施すべき方策をまとめた表を記載しております。
　以上が活用可能性を高めるための方策についての記述でございます。
　続いて１９ページをごらんください。Ⅲ、利用者の多様なニーズに対応したサービスの普及についてまとめております。構成といたしましては、１９ページの下段において分析のモデルを示した上で２０ページ以降３０ページまで１ページに１つの事例を地域の連携という観点からご紹介をしております。本資料では、前回委員会の場でご紹介した６事業に５つの事業を加え、１１の事例を記載しております。これまでの委員会でご紹介した事例以外について、この場で概要を説明させていただきます。２０ページから２２ページまでは、これまでご紹介した事例でございます。
　２３ページをごらんください。（４）富山県コンベンションタクシー助成施行事業の事例でございます。コンベンションの誘致促進及びリピーターの増加を図ることを目的としております。富山県内で開催されるコンベンションに参加する方がタクシーで富山県内を観光する場合に、県・市町村・タクシー事業者で料金を負担し、運賃を通常の半額とする制度でございます。この事業は富山県から富山県タクシー協会に持ちかけ、協会としてその趣旨に賛同し、取り組みを実施するに至ったものであり、実施と同時に観光ガイドドライバー養成講座を実施、質の向上にも努めている事例でございます。
　続きまして、２４ページをごらんください。（５）コンビニ防犯タクシーを取り上げさせていただきました。北海道地区においてコンビニ強盗の発生を防ぐため、コンビニの店舗前駐車場をタクシーの休憩場所にする取り組みでございます。店舗前に車をとめることで強盗の抑止力になるとともに、万一の場合にタクシーの運転者が通報するという取り組みでございます。こちらはコンビニ事業者であるセイコーマートが北海道警察に相談したところ、２４時間くまなく市中を走行するタクシーを活用できないかということになり、「コンビニ立ち寄り協力協定」が締結されたということでございます。また、その後に「北海道コンビニエンスストア等防犯連絡協議会」より同様の申し入れがあり、他の事業者との間でも防犯協力を開始しております。なお、記載のとおり、同様の取り組みが名古屋などでも行われております。
　２５ページから２６ページは、これまで紹介した事例でございます。２７ページをごらんください。（８）やぐちおもいやりタクシーを取り上げました。住民主導で実施が計画された乗合タクシーでございます。協賛店で２,０００円以上の買い物をすると復路の料金１００円が無料になるという制度であり、地域の輸送ニーズにこたえているものであります。特に町内会主導で運行を計画し、住民代表、行政、大学、タクシー事業者を含む検討委員会を発足させ、調査改善案を作成することで赤字の脱却に取り組んだという事例でございます。
　続きまして、２８ページをごらんください。（９）乗合タクシー「清原さきがけ」号を取り上げました。こちらも住民主導で実施が計画された乗合タクシーの事例でございます。運行経費を運賃収入と地域負担金、具体的には自治会出資金や協賛金等ということでございますが、これらを基本とし、不足分を行政が支援することで運営しております。関係者の連携により地域の輸送のニーズにこたえている例であると言えます。こちらも住民による運営協議会が中心になって取り組みを行っております。
　２９ページは、これまでご紹介した事例でございますので、３０ページのほうをごらんください。（１１）プレミアムタクシーでございます。皆様ご存じのとおり、本委員会で田中委員よりご紹介いただいた事例でございます。一定の研修を修了した乗務員が統一した制服を着用し、高級感のある黒塗りの車両で運行するタクシーで、細やかで質の高いタクシーサービスを求める利用者ニーズに複数事業者が連携して取り組んでいる事例でございます。ホテル業界をはじめ、マーケットからのより高いサービスへの要請を受け、他の模範となる優良乗務員の確保を目指している事例でございます。
　以上が本報告書で地域連携のモデルの事例としてご紹介している取り組みでございます。
　３１ページに「おわりに」としまして、タクシー業界全体のサービス水準の向上に向け、本報告書を踏まえた取り組みを期待することを記載しております。
　説明は以上でございます。
【山内委員長】　　どうもありがとうございました。
　今ご説明のとおりでありまして、皆さんのご意見を入れてこの報告書が成り立っておりまして、特に事例紹介のところが新たに入ったということで、それでは、どなた様でも結構ですので、これについてご意見、あるいはご質問ということがあればご発言願いたいと思いますが、いかがでございましょうか。どうぞ。
【待鳥委員】　　大変努力してまとめていただいてありがたいと思いますが、１点だけお願いをしたいと思います。それは１６ページの利用可能性のところなのですが、利用可能性を高める項目の１６ページの（３）タクシー乗り場で乗車する際の利用可能性を高めるための方策、ここの部分について少し手直しをいただきたいなということです。
　それは私、この会議の中で何回か触れさせていただいたのですが、この事業者に対する評価制度で、個々には努力している運転者が不利益をこうむってはいけない。これは基本だと思っています。この部分についても非流しの地方都市部では駅構内での乗り場での営業比重というのが非常に高いです。それで、２０台や３０台といったような小さな町の駅前でのタクシープールで、電車が着いても１時間に１０人かそこらしかお客が降りてこないというところも結構あります。そこで優良乗り場と一般乗り場というふうに分けられてしまえば、もうほとんどのお客さんが優良乗り場に流れて、一般乗り場には回ってきません。
　そういう意味では、この評価制度が事業者や、あるいはそこで働いている、駅構内をメーンとして働いている運転者の生殺与奪権を握ることにもなりかねないと感じているわけです。この制度の目的というのは、改善努力を促すことにあるというのが冒頭ありました。まさにそのとおりだと思っていまして、排除することではない。そこまでは行っていないと思っています。長期的なスパンでは、確かに問題事業者が淘汰されていく１つの要因にはなるかと思いますけれども、現状ではそこまでは求めていないと思いますので、そうした地域の事情を十分考慮して駅構内をはじめとする、その乗り場の選別の問題については慎重に検討するといったようなところを加えていただきたいなと思います。よろしくお願いします。
【山内委員長】　　はい。わかりました。これ、事務局、いかがですか。
【事務局（岩川）】　　地方都市ですぐに優良乗り場を設置するというのは、現状において、こちらとしても想定したところではありませんので、修正案を提示させていただきたいと思います。こちらの１６ページの本文、（３）、１７ページに入りますけれども、最初のパラグラフが終わったところに、別に「なお、駅構内等乗り場による営業の比率が高い地方都市においては、乗り場の入構の可否が事業者の死活問題となる可能性があることから、評価制度を活用した優先乗り場の設置については慎重に検討すべきである」という形で修正させていただくことでいかがでしょうかということでご提案させていただきたいと思います。
【山内委員長】　　なるほど。なお書きで、今おっしゃった地方都市のような、問題が大きいときには慎重にすべきであると。
【事務局（岩川）】　　慎重に検討すべきである。ご指摘どおり、はい。
【山内委員長】　　こんなところでいかがですか。
【待鳥委員】　　結構です。よろしくお願いします。
【山内委員長】　　ほかの委員の方、いかがですか。
【丁野委員】　　少し関連ですけれども、いや、全体的には非常によくこれまでの議論を踏まえてまとめていただいていて、全体の論旨については特に意見はないのですけれども、１３ページの実施地域、人口１５０万人以上都市、それから、その前のページに地域性の考慮というのがあって、それがここで選ばれた１５０万人都市という交通圏ということなのでしょうが、イメージが全体にわきません。これは、カバレッジで言うとどれぐらいになるんでしょうか。台数カバレッジなのか、あるいは居住地の人口カバレッジというのか。ここの足きりの仕方がどういう意味を持つのかというところが、すみません、よくわからなかったものですから、少しご説明いただけませんでしょうか。
【事務局（岩川）】　　台数は今すぐ持ち合わせたものはありませんけれども……。
【丁野委員】　　ええ、結構です。
【事務局（岩川）】　　東京と大体１５０万人以上の都市ですべて実施できるかどうかわかりませんけれども、今、恐らく通常の６大都市に札幌と福岡を加えたものというのが想定されますけれども、大体２,５００万人ぐらいは行くのではないかなと思いますけれども。
【丁野委員】　　大体その辺の大都市に当面は限定するということですね。
【事務局（岩川）】　　はい。そうですね。
【丁野委員】　　わかりました。
【山内委員長】　　では、戻ります。であっても、今、待鳥委員のおっしゃるような懸念があるということでご提案があって、この委員会として最終報告書のところのその辺を修正するかどうかについて、皆さんにお諮りしたいと思いますが、いかがでしょうか。これは前にも議論がありましたので、唐突に出てきたお話ではないと思っておりますので、ご了解いただければ、先ほど読み上げていただいたようなくだりをなお書きとして１７ページの第１段落の下に入るということでご了解いただけますでしょうか。
（「はい」の声あり）
【山内委員長】　　ありがとうございます。
　そのほかについていかがですか。どうぞ。
【田中委員】　　評価機関の問題なのですけれども、その主体がどこになるのかというのが非常に難しくて、例えば今おっしゃった１５０万人の都市プラス札幌と福岡であれば、登録センターというのがあるのですけれども、ここでは個別の運転者さんの登録はできているんですけれども、ここが評価機関にもしなるのであれば、協会に入っていない、それぞれの地域の協会に入っていない会社、登録センターには、要はお金を出すけれども、例えば評価機関がそこにかわった場合には、そこには金を出さないという会社は絶対あると思うんですね。自分たちは自分たちでやるというのがですね。
　この評価主体というのをどういうふうに考えるのかなということと、それと今、特措法の関係で地域協議会というのをやっているのですけれども、うち――うちというか、福岡はいろいろ東京も参考にして、ここの中にあるようなことが全部できるような形の地域計画は立てているんですけれども、今、ほかの地域を全部、全乗連の地方交通委員長として見ているんですけれども、これが入っていない地域がいっぱいあるんですよね。地域計画に。
　基本は地域計画に載ったものではないとなかなかできないような今回の特措法になっているので、要はこれと地域計画との整合性というのをどういうふうにとっていくのかというのが、要は地域によっては、ほんとうに二、三行で地域計画が終わっているところがあるので、大丈夫かというところがあるのですけれども、ここまで具体的にできない。要は網羅的な地域計画をつくっておけばいいんだけれども、そうではない地域が結構、１４２の地域にはあるので、その辺のところの整合性と、どっちが優位に進めていくのかということを要は国交省さんのほうの主導でやっていただけると非常にありがたいんですけれどもね。
【山内委員長】　　その辺はいかがですか、行政側としては。
【事務局（岩川）】　　地域計画との関係は、はっきり申し上げられることがありますので今申し上げますと、地域計画に書いていないから必ずしもそういった事業はできないということはございませんけれども、当然、地域計画に書くというのは地域が一体となってそういうのに取り組んでいくということの１つの証ですので、ぜひそういうふうにこうしていただく方向で議論をまとめていくよう、それは我々としても、ここで言われている、想定されている地域とか、議論がある程度、そのほうにリードしていくというのは必要になってくると思います。
　もう一つの評価機関をどう決めていくかという話と、あと乱立したらどうするんだみたいな話があると思うのですけれども、そちらは今、昔だと認定制度みたいなものがありましたけれども、今はそれができませんので、例えば今、安全マネジメントの、任意安全マネジメントを始めているんですけれども、それは通達をつくって、それで評価機関を指定するような形でやっておりますので、一応、そこは何かきちんとしたものと、ある意味、まがい物と言ったら失礼ですけれども、我々が制度として想定していないものが両立することがないような形には何らかの担保はとれると思います。
【田中委員】　　それはそれでいいと思うんですけれども、要は１つのまがい物というよりも、おれらは出さないよとかというところがあると思うんですね。ある会社とかですね。そういうところに対して、要は事業者が負担となっているので、そこら辺のところで、じゃあ、おれは評価はもらいたいけれども出さないよという会社が絶対あると思うので、協会に入っているところはそんなことないと思うんですけれども、それ以外の会社ですよね。自分のところで何でもやってしまうような会社が今あるではないですか。そういうところは、どういう扱いをしたらいいのかなと。
【事務局（石﨑）】　　そこはまだそれぞれの地域でどういう状況になっているのかよくわからないので、想定される地域の方々と相談をしたいなと思っていまして、そういう意味では、まだどこの機関をどういうふうに主体にするかというのは、これも一律に書いてありませんし、それはそれぞれの地域で多分、状況が違うのだろうなと思っていまして、個別にご相談をさせていただきたいなということで、今、全乗連のほうと下打ち合わせはさせていただいておりますので、追ってまたご相談を具体的に、福岡でありましたらまた会長のところとご相談をさせていただくという形になろうかと思います。
　いずれにしても、どこか、従来からのタクシー協会でありますとか、そういう登録センターですか、というのがございますから、そういった既にあるものを使って何とかやりたいな、お金をかけないでやりたいなと思っていますので、そういう形での想定をしながらここは書いているというふうにご理解いただければと思います。
【事務局（岩川）】　　参考のために申し上げますと、今、貸切バスで同じような検討をしているのですけれども、そちらは負担金方式ではなく申請手数料という形でいただくことによって、評価は要るけれどもお金は出さないとか、そういうのはないようにしていると思います。
【山内委員長】　　では、その辺も少し工夫いただいて、正直者がばかを見ないような形にとっていただきたい。
　ほかにいかがですか。どうぞ。
【臼井委員】　　特にこの内容については問題がないというか、これでいいと思います。もともと僕は全国一律を言っておりましたが、理想的には全国一律でスタートしたほうがいいと今も思っています。しかし、地域の実情を考えれば、こういう形でおおむね１５０万人以上の都市から始めるというのが現実的であろうと思います。それで、大体いつごろ、できるだけ早くやってほしいのですが、いつごろをめどに１５０万人以上の都市では実現ができるか。あるいはどのあたりを目標にされているか、あとは今度、役所と、あと業界との関係になるわけですが、そこのところはどうお考えでしょうか。
【事務局（岩川）】　　これから制度設計については詳細設計に入りますので、少なくともそこである程度の期間がかかってしまうと思いますので、導入は２３年度から順次という形になると思います。貸切バスも１年前に報告書をいただきまして、まさしく今、詳細設計しているところでございますので、１年ぐらいはそういう形でいただく必要があるのかなと考えております。
【臼井委員】　　２３年度、今が２１？
【事務局（岩川）】　　ですから、２３年度……。
【山内委員長】　　来年の４月か。
【事務局（岩川）】　　来年の４月。
【臼井委員】　　来年の４月以降、順次、できるだけ早くというふうに理解していいわけですね。
【事務局（岩川）】　　ということです。はい。
【臼井委員】　　はい。わかりました。
【山内委員長】　　どうぞ。
【青山委員】　　私も伺わせていただきたいのですが、今の詳細設計というのは、基本的には国が一律に決めていくのか、地域の実情も踏まえた形で地域ごとに決めていかれるのか、どういった形になるんでしたっけ。基本線の詳細設計をまず国が１本つくって、それぞれ地域ごとにつくっていかれるのか、その辺はどういうふうな段階になっていくのでしょうか。
【事務局（岩川）】　　報告書上は、詳細設計は実施機関がすることになっておりますけれども、となると地域ごとに入れるとなりますと、地域で検討するということに基本はなるんですけれども、とはいえ、やはり全国的な核となる部分、ある程度共通性は残しておかないといけませんので、その辺の考え方については今、全乗連さんなりとご相談させていただいているところでございますので、ある程度の共通性は残しつつ、最終的なものは地域ごとにという形になってくると思います。
【山内委員長】　　よろしいですか。
【青山委員】　　はい。
【山内委員長】　　ほかにいかがでしょうか。どうそ。
【木村委員】　　１つだけよろしいですか。確認という意味で少しお聞きしておきたいのですが、１４ページから１５ページにかけてのところ、最後のところ、評価手法というところの中に記述されている①なのですが、評価の任意性というところで、事業者の申請に基づく評価制度とするということで、先ほど田中委員のおっしゃったことと少し重複するのですけれども、要はその地域の全社がというよりも、申請した事業者があくまでこの制度に参加していくのだということを記述していると理解してよろしいわけですね。そういうことですよね。
【事務局（岩川）】　　これは申請主義ということです。
【木村委員】　　そうですね。ですから、うちはそういうのはやらないよなどという事業者は、当然、この制度の中には乗っかってこないという。
【事務局（岩川）】　　そうです。評価対象に……。
【木村委員】　　対象にもならないということですね。
【事務局（岩川）】　　はい。
【木村委員】　　そういうことですよね。
【事務局（岩川）】　　はい。タクセンのある地域においては、場合によっては職権評価というのが可能になるかもしれませんけれども、タクセンのないところではやはり申請主義をとらざるを得ないと思います。
【山内委員長】　　よろしいでしょうか。ありがとうございました。
　それでは、先ほど修正についてのご意見がありまして、事務局から修正案が提示されました。その際にお諮りして、その修正案について皆さんに認めていただいたと理解しておりますので、それを含めた意味で、今回のこの報告書について皆さんのご意見、ご了解を得たものと考えますが、よろしゅうございますでしょうか。
（「はい」の声あり）
【山内委員長】　　ありがとうございます。
　それでは、議論のほうはこれで終了ということになりますけれども、課長のほうから何かコメントございますか。
【事務局（石﨑）】　　旅客課長の石﨑でございます。昨年７月以降、５回にわたりまして皆様方にお忙しい中ご出席をいただきまして、また、非常に活発なご意見をいただきましてほんとうにありがとうございました。本日、まとめていただきましたので、これを用いまして我々も次の段階、詳細設計と、それから、具体的に制度を動かしていくという形を進めていきたいと思っております。
　報告書につきましては、私どもからもいろいろなところに周知をしたいと思いますけれども、本日ご出席の皆様からもいろいろなところにご周知をいただくということと、それからまた、制度を実際につくっていく、動かしていくときの促進剤として皆さんにもいろいろとお力添えをいただければなと思っております。長い間、お忙しい中をご参加いただきましてありがとうございました。一言、簡単ではございますが、ごあいさつとさせていただきます。
【山内委員長】　　どうもありがとうございました。
　それでは、会議はこれで終了ということにさせていただきます。私からも皆さんのご協力に対して感謝いたします。どうもありがとうございました。
――　了　――
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